
◆一般会計歳入の概要

　◆自主財源と依存財源・特定財源と一般財源

（単位：千円）

前年度比 構成比 前年度比 構成比
（％） （％） （％） （％）

市 税 24,752,356 0 24,752,356 △ 3.1 52.2 25,536,471 0.4 57.2

分 担 金 及 び 負 担 金 695,898 695,898 0 5.6 1.5 658,819 △ 5.6 1.5

使 用 料 及 び 手 数 料 1,110,853 1,000,717 110,136 △ 10.8 2.3 1,244,801 △ 5.4 2.8

財 産 収 入 241,318 102,872 138,446 △ 38.8 0.5 394,354 77.5 0.9

寄 附 金 100,066 66 100,000 564.2 0.2 15,066 △ 50.0 0.0

繰 入 金 1,886,821 786,821 1,100,000 △ 23.3 4.0 2,460,890 41.8 5.5

繰 越 金 500,000 0 500,000 0.0 1.1 500,000 0.0 1.1

諸 収 入 2,072,659 2,052,888 19,771 △ 0.7 4.4 2,088,319 3.6 4.7

小 計 31,359,971 4,639,262 26,720,709 △ 4.7 66.1 32,898,720 3.0 73.7

地 方 譲 与 税 300,947 0 300,947 △ 12.1 0.6 342,244 △ 8.8 0.8

平成２１年度

予算額 特定財源 一般財源 予算額

種
別

款

平成２２年度

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

利 子 割 交 付 金 99,000 0 99,000 △ 14.7 0.2 116,000 △ 15.3 0.3

配 当 割 交 付 金 45,000 0 45,000 △ 15.1 0.1 53,000 △ 61.3 0.1

株式等譲渡所得割交付金 19,000 0 19,000 △ 52.5 0.0 40,000 △ 46.7 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 1,188,000 0 1,188,000 △ 10.4 2.5 1,326,000 1.1 3.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 79,000 0 79,000 △ 52.4 0.2 166,000 △ 26.9 0.4

地 方 特 例 交 付 金 259,000 0 259,000 △ 12.5 0.6 296,000 △ 17.5 0.7

地 方 交 付 税 1,000,000 0 1,000,000 25.0 2.1 800,000 △ 44.8 1.8

交通安全対策特別交付金 21,000 0 21,000 △ 12.5 0.0 24,000 0.0 0.0

国 庫 支 出 金 5,791,091 5,791,091 0 69.6 12.2 3,415,024 2.2 7.6

県 支 出 金 2,013,191 2,013,191 0 33.6 4.2 1,506,912 5.7 3.4

市 債 5,254,800 2,404,800 2,850,000 45.3 11.1 3,616,100 23.4 8.1

小 計 16,070,029 10,209,082 5,860,947 37.3 33.9 11,701,280 △ 0.8 26.3

47,430,000 14,848,344 32,581,656 6.3 100.0 44,600,000 2.0 100.0

依
　
　
　
存
　
　
　
財
　
　
　
源

※構成比の自主財源計、依存財源計欄は、各区分での端数調整により、表中の合計と異なる場合があります。

計



 

◆歳入款別説明書 

◆１款 市 税 

   対前年度比 3.1％減の 24,752,356 千円を計上しており、歳入全体の 52.2％を占めております。  

市民税 12,458,758 千円（対前年度比 6.8％減）、固定資産税 9,413,465 千円（対前年度比 1.0％増）、

都市計画税 2,037,004 千円（対前年度比 2.3％増）等となっております。 

 
・市民税納税義務者数対前年度比（現年） 

（単位：人（社）） 

 

 
・市民税調定見込額対前年度比（現年） 

（単位：千円） 

 
・固定資産税調定見込額対前年度比較（現年） 

（単位：千円） 

 
   

 

年 度 
区 分 

２２年度 ２１年度 
増減率 
（％） 

個

人 

普通徴収 26,286 26,485 △0.8

給与特別徴収 44,208 43,554 1.5

年金特別徴収 8,765 10,401 △15.7

計 79,259 80,440 △1.5

法  人 2,908 2,884 0.8

合  計 82,167 83,324 △1.4

年 度 

区 分 
２２年度 ２１年度 増減率（％）

個

人 

普通徴収 3,030,141 3,185,905  △4.9

給与特別徴収 8,146,751 8,465,161 △3.8

年金特別徴収 329,098 402,916 △18.3

計 11,505,990 12,053,982 △4.5

法  人 1,081,238 1,440,695 △25.0

合  計 12,587,228 13,494,677 △6.7

年 度 
 
区 分 

２２年度 ２１年度 
増減率
（％）

土  地 3,450,285 3,483,294 △0.9

家  屋 4,445,120 4,194,513 6.0

償却 

資産 

市長決定 858,044 920,328 △6.8

配  分 479,337 501,560 △4.4

合  計 9,232,786 9,099,695 1.5
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※２０年度までは決算額、２１・２２年度は予算額、また調定額には滞納繰越分を含まない。
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◆２款 地方譲与税 

対前年度比 12.1％減の 300,947 千円を計上しております。地方揮発油譲与税 80,000 千円（対前年

度比 66.7％増）、自動車重量譲与税 210,000 千円（対前年度比 8.3％減）、特別とん譲与税 10,947 千

円（対前年度比 70.6％減）となっています。なお、地方道路譲与税は廃止されております。 

 

◆３款 利子割交付金 

   対前年度比 14.7％減の 99,000 千円を計上しております。 

 

◆４款 配当割交付金 

  対前年度比 15.1％減の 45,000 千円を計上しております。 

 

◆５款 株式等譲渡所得割交付金 

  対前年度比 52.5％減の 19,000 千円を計上しております。 

 

◆６款 地方消費税交付金  

対前年度比 10.4％減の 1,188,000 千円を計上しております。 

 

◆７款 自動車取得税交付金 

対前年度比 52.4％減の 79,000 千円を計上しております。 

 

◆８款 地方特例交付金 

対前年度比 12.5％減の 259,000 千円を計上しております。児童手当及び子ども手当特例交付金

139,000 千円、減収補てん特例交付金 120,000 千円（対前年度比 16.7％減）となっています。なお、

特別交付金は廃止されております。 

 

◆９款 地方交付税 

対前年度比 25.0％増の 1,000,000 千円（普通交付税 900,000 千円、特別交付税 100,000 千円）を

計上しております。なお、普通交付税に臨時財政対策債を加えた合計額は、3,750,000 千円となり  

ます。（対前年度比 43.7％増） 

  

◆１０款 交通安全対策特別交付金 

対前年度比 12.5％減の 21,000 千円を計上しております。 

 

◆１１款 分担金及び負担金 

対前年度比 5.6％増の 695,898 千円を計上しております。主なものは、保育料 505,748 千円、 

放課後児童育成料 61,416 千円となっています。 

 

◆１２款 使用料及び手数料 

対前年度比 10.8％減の 1,110,853 千円を計上しております。主なものは、住宅使用料 109,724 千

円、幼稚園使用料 141,166 千円、塵芥処理手数料 358,120 千円、自転車等登録手数料 144,025 千円

となっています。なお、高等学校使用料は公立高校の授業料無償化により、現年度分はなくなって

おります。 

 

 



 

 

◆１３款 国庫支出金 

対前年度比 69.6％増の 5,791,091 千円を計上しております。主なものは、子ども手当給付費負担

金 2,241,427 千円、生活保護費負担金 1,613,583 千円、障害者自立支援給付費負担金 386,977 千円、

市道 00－101 号線道路拡幅整備事業 212,300 千円、小学校大規模改造事業交付金 288,603 千円と 

なっています。なお、公立高校運営費負担金 115,408 千円が新設となっております。 

 

◆１４款 県支出金 

対前年度比 33.6％増の 2,013,191 千円を計上しております。主なものは、子ども手当給付費負担金

298,885 千円、障害者自立支援給付費負担金193,488千円、国民健康保険基盤安定負担金142,540千円、

乳幼児医療対策事業補助金 117,503 千円、千葉県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業補助金 174,567

千円、県民税徴収委託金 268,902 千円となっています。 

 

◆１５款 財産収入 

対前年度比 38.8％減の 241,318 千円を計上しております。主なものは、市有地使用料（財政部所

管分）52,467 千円、不動産売払収入 139,492 千円となっております。 

 

◆１６款 寄附金 

対前年度比 564.2％増の 100,066 千円を計上しております。主なものは、一般寄附金 100,000 千円

です。 

 

◆１７款 繰入金 

対前年度比 23.3％減の 1,886,821 千円を計上しております。主なものは、ガス事業繰入金 300,000

千円、すこやか子育て基金繰入金 205,495 千円、環境整備協力費基金繰入金 243,841 千円、市債管

理基金繰入金 150,000 千円、財政調整基金繰入金 800,000 千円です。なお、ガス事業繰入金は一般

会計の収支不足を暫定的に補てんするために借り入れるものです。 

 

◆１８款 繰越金 

前年同額の 500,000 千円を計上しております。 

 

◆１９款 諸収入 

対前年度比 0.7％減の 2,072,659 千円を計上しております。主なものは、中小企業融資貸付金元利

収入 600,000 千円、学校給食事業収入 794,257 千円、公園整備事業負担金 233,659 千円、ボートピ

ア習志野環境整備協力費 189,000 千円です。 

 

◆２０款 市債 

対前年度比 45.3％増の 5,254,800 千円を計上しております。主なものは、保育所耐震対策事業

231,700 千円、若松保育所改築事業 237,700 千円、市道整備事業 326,300 千円、街路整備事業 449,300

千円、ＪＲ津田沼駅南口特定土地区画整理事業 259,400 千円、小学校大規模改造事業 216,000 千円、

臨時財政対策債 2,850,000 千円です。 
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